
【事務事業シート】
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

令和７年度　　事後評価シート

当初 事　項 えひめ企業誘致総合強化事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

雇用の拡大と地域経済の活性化に資するため、外部人材を積極的に活用するとともに、

市町や金融機関と連携して、積極的な情報発信のほか、企業動向の収集・分析等を行う

ことにより、企業誘致活動を強力に推進する。

始期 1978

79 件 目標値 82

終期 2025

Ｋ  P  Ｉ

企業誘致・留置件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

実績値 90 件 実績値 件

件

実績値 件 実績値 78 件 実績値 86 件

件 目標値 85 件 目標値 88R  4  年  度 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
15445 千円

最終現計

予算額
16607 千円

最終現計

予算額

104.9 ％ 達成率 105.9 ％ 達成率
ストック

/フロー
ストック 達成率 97.47 ％ 達成率

14453 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 13830 千円 決算額 12764 千円千円 決算額 13149 千円 決算額

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1304 千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

令和７年度はKPI目標値を上回る成果を達成し、雇用確保や地域経済の活性化に着実に貢献した。令和８年

度以降も更なる実績の上積みを目指し、引き続き市町や関係機関と連携して、産業立地ミーティング等の

イベントを通じた積極的な情報発信に加え、企業誘致アドバイザー等と連携した企業動向の収集・分析、

地道な営業活動などを組み合わせ、戦略的かつ粘り強い企業誘致活動を展開していく。

当初,2

月補正
事　項 産業用地確保推進事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

市町等が実施する産業用地造成に向けた取組に要する経費を補助するとともに、アドバ

イザーの派遣等を行い、企業ニーズに合致する産業用地の確保を支援する。

始期 2020

終期 2028

Ｋ  P  Ｉ

産業用地面積

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 4.9 ha 目標値 9.1 ha 目標値 9.1 ha 目標値 12 ha

実績値 ha 実績値 4.9 ha 実績値 haha 実績値 9.1

ストック

/フロー
ストック 達成率 98 ％ 達成率

ha 実績値 4.9

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
104853 千円

最終現計

予算額
124326 千円

最終現計

予算額

53.8 ％ 達成率 100 ％ 達成率

108878 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 59588 千円 決算額 116478 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 635

千円 決算額 108243 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

令和６年度は造成工事の遅延によりKPIが未達となったが、令和７年度は工事が計画どおり進行し、目標を

達成した。一方で、今後も各市町と連携し、企業ニーズに即した産業用地を安定的に供給していくことが

求められていることから、本事業については現行方針を維持し、令和9年度も取組みを継続し、適切な予算

を確保する。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

当初,2

月補正
事　項 産業用地確保推進事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

市町等が実施する産業用地造成に向けた取組に要する経費を補助するとともに、アドバ

イザーの派遣等を行い、企業ニーズに合致する産業用地の確保を支援する。

始期 2020

終期 2028

Ｋ  P  Ｉ

大規模産業用地計画面積※活動評価指標

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 0 ha 目標値 30 ha 目標値 50 ha 目標値 50 ha

実績値 ha 実績値 0 ha 実績値 haha 実績値 0

ストック

/フロー
ストック 達成率 ％ 達成率

ha 実績値 0

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
104853 千円

最終現計

予算額
124326 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

108878 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 59588 千円 決算額 116478 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 635

千円 決算額 108243 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

各市町において開発に向けた検討が本格化しているところであり、県では、市町の開発のスピードアップ

を図るため、専門家をアドバイザーとして派遣するなどしたが、検討に当たってのニーズ調査等に時間を

要しており、着工には至っておらず、目標を達成できなかった。

当初 事　項 企業立地促進事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

企業立地を促進し、雇用の確保や地域経済の活性化に資するため、県優遇制度を適用し

た企業に対し奨励金等を交付する。

始期 1984

終期

Ｋ  P  Ｉ

企業誘致・留置件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 79 件 目標値 82 件 目標値 85 件 目標値 88 件

実績値 件 実績値 78 件 実績値 件件 実績値 90

ストック

/フロー
ストック 達成率 97.47 ％ 達成率

件 実績値 86

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
107915 千円

最終現計

予算額
60415 千円

最終現計

予算額

104.9 ％ 達成率 105.9 ％ 達成率

88001 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 59914 千円 決算額 40914 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 40235

千円 決算額 47766 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

令和７年度はKPI目標値を上回る成果を達成し、雇用確保や地域経済の活性化に着実に貢献した。令和８年

度以降も更なる実績の上積みを目指し、引き続き市町や関係機関と連携して、産業立地ミーティング等の

イベントを通じた積極的な情報発信に加え、企業誘致アドバイザー等と連携した企業動向の収集・分析、

地道な営業活動などを組み合わせ、戦略的かつ粘り強い企業誘致活動を展開していく。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

当初,9

月補正
事　項 えひめ先端成長産業投資加速化事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

半導体をはじめとする先端成長産業への国内外の投資が活発化する中、国内外の関連産

業の戦略的誘致を一層加速し、次世代産業の集積及び地域経済の持続的成長を図る。

始期 2024

終期 2030

Ｋ  P  Ｉ

新たな奨励金を活用して実現した投資金額

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 億円 目標値 200 億円 目標値 500 億円 目標値 800 億円

実績値 億円 実績値 億円 実績値 億円億円 実績値 0

ストック

/フロー
ストック 達成率 ％ 達成率

億円 実績値 0

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
7974 千円

最終現計

予算額

0 ％ 達成率 0 ％ 達成率

60074 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 千円 決算額 6969 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1839

千円 決算額 58235 千円 決算額

千円 不用額 千円

% 目標値 80 %

実績値 %

７

年

度

要因分析

要因
R７年度は、半導体人材の育成・確保や台湾におけるプロモーション等に取り組んだ。しかし、企業の投資は社会情勢や各地

域の特性・優遇制度等を踏まえて慎重に検討されるものであり、意思決定には相応の時間を要することから、R７年度の投資

実績は未達となった。

総括

見直し方向性 維持

先端成長産業の誘致に向け、立地環境の更なる魅力向上を図るため、R８年度は、誘致に向けた関係・受入

体制の強化等に取り組む。

また、引き続き「えひめ半導体産業ネットワーク」を活用し、半導体人材育成講座の開設や半導体技術者

検定取得の促進による「半導体人材」の育成・確保や首都圏での大規模展示会への出展や個別企業への営

業活動を通じた本県認知度向上に努める。

これらの取組みにより、KPIの達成に向けて、先端成長産業の誘致を戦略的かつ強力に推進していく。

% 実績値 %% 実績値 31.75

Ｋ  P  Ｉ

工事進捗率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 % 目標値 % 目標値 30

ストック

/フロー
ストック 達成率 ％ 達成率

% 実績値実績値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額

％ 達成率 105.8 ％ 達成率

1274276 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 千円 決算額 千円

繰越額 83820 千円 繰越額 千円

不用額 3693

千円 決算額 1186763 千円 決算額

見直し方向性 維持

2025年度のKPI実績は目標値並みの成果が出ており、工事の進捗状況を踏まえると、2026年度の見直しは

想定していない。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

当初,9

月補

正,2月

補正

事　項 東予港西条地区産業用地整備事業費 予算主管課 企業立地課

事　業

概　要

東予港西条地区産業用地（西条市ひうち）について、令和8年度の立地企業公募開始に

向け、必要な施設に係る設計・調査を実施する。

始期 2025

終期 2030


